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EISENMANN GmbH（ドイツ）の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年４月 17 日開催の取締役会において、以下のとおり、EISENMANN GmbH（ドイツ）（以下、同

社）の株式を取得し、子会社化することについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、長期ビジョン「Driving Innovative Impact 2030」に基づき、海外事業の拡大および競争

力の強化に取り組んでおります。当社グループの主要事業である自動車生産ライン向けシステムにおいては、

欧州市場向けの規格や顧客固有要件に対応した提案・設計から立上げまでの一貫した対応力が重要となってお

ります。 

このような状況を踏まえ、当社は、欧州自動車、産業部品メーカーを中心に『高度な自動化技術』と『環境

負荷を低減する独自ソリューション』を有する同社を当社グループに迎え入れ、欧州規格に対応したシステム

ソリューション力の強化、拡充および欧州市場における事業基盤の拡充を図ることといたしました。同社は、

産業用塗装・表面処理設備を中心とした分野に強みを有し、当社グループの既存事業と補完関係にあります。 

本件により、自動車生産ライン分野における提案の幅が広がり、より付加価値の高い統合提案が可能となる

ため、顧客への提供価値の向上および受注機会の拡大につながるものと考えております。以上により、本件株

式取得は、当社グループの中長期的な成長および企業価値の向上に資するものと判断しております。 

 

 

２．異動する子会社（EISENMANN GmbH）の概要 

（１） 名 称 EISENMANN GmbH 

（２） 所 在 地 Tübinger Straße 81, 71032 Böblingen, Baden-Württemberg, Germany 

（３） 代表者の役職・氏名 Matthias Haarer（Chief Executive Officer／Managing Director） 

（４） 事 業 内 容 産業用塗装・表面処理設備および搬送システムの設計・エンジニアリング 

（５） 設 立 年 月 日 2020年（創業 1951年） 

（６） 従 業 員 数 283名（2025年 12月時点） 

（７） 主なグループ拠点 アメリカ・メキシコ 

（８） 大株主及び持株比率 Nimbus Investmentsが運営する投資ファンド 100％ 

（９） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

（10） 連 結 売 上 高 約 65百万ユーロ（2025年 12月期速報値） 
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３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 Nimbus Investments CXLIV B.V. 

（２） 所 在 地 オランダ王国・ユトレヒト州ゼイスト 

（３） 代表者の役職・氏名 Paul Frohn 

（４） 事 業 内 容 事業再生投資およびカーブアウト投資 

（５） 設 立 年 月 日 1999年 

（６） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0株（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 25,000株 

（３） 取 得 価 額 

独立した第三者による評価に基づき算定した価額で取得する予定です。現

時点では最終取得価額は未確定、かつ相手先との守秘義務もあり非開示と

しますが、当該取得価額は当社の直前連結会計年度末の連結純資産の 5％

未満です。 

（４） 異動後の所有株式数 25,000株（議決権所有割合：100.0％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年４月 17日 

（２） 契 約 締 結 日 2026年４月 17日（ドイツ現地時間予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2026年７月（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

本取引による当社の連結業績に与える影響につきましては、今後精査の上、開示すべき事項が生じた場合に

は、速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 


